
29年度 業 務 委 託 等 設 計 書

業務委託名 伊賀市南庁舎整備工事基本計画、基本設計及び耐震補強計画業務委託

履 行 場 所 伊賀市 上野丸之内 地内

業務委託料
\

履 行 期 間 契約の日から　　 平成30年4月30日まで 設　計 平成29年10月

設　計 検　算業　　務　　委　　託　　の　　大　　要

業　種 建コ 業種コード 52　　　・基本計画業務
　　　・基本設計業務
　　　・耐震補強計画業務



No.　1　　
伊賀市南庁舎整備基本計画及び基本・実施設計業務

Ⅰ 基本計画策定業務

1 直接人件費 1 式

2 諸経費 1 式

3 技術料等経費 1 式

Ⅰ　の計

Ⅱ 設計業務委託料（基本設計）

1 直接人件費 1 式

2 諸経費 1 式

3 技術料等経費 1 式

Ⅱ　の計

用途 名　　称 摘　　　　要 数    量 単位 単    価 金    額 備　　　考

伊　賀　市



No.　2　　
伊賀市南庁舎整備基本計画及び基本・実施設計業務

Ⅳ 耐震補強計画

1 直接人件費 1 式

2 諸経費 1 式

3 技術料等経費 1 式

4 判定手数料 1 式

Ⅳ　の計

業務価格 1 式

消費税及び地方消費税額 1 式

設計金額

摘　　　　要 数    量用途 名　　称 単    価単位 金    額 備　　　考

伊　賀　市
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伊賀市南庁舎整備工事基本計画、基本設計及び耐震補強計画業務委託仕様書 

 

Ⅰ．業務の目的 

 伊賀市南庁舎は、昭和 39年の竣工以来 50年の長きにわたり市役所庁舎として市民に親しまれてきました。 

 この建物は、建築家『坂倉準三』により設計されたもので、近年、坂倉に代表されるモダニズム建築は、国立西洋美術

館（設計：ル・コルビュジェ、実施設計：坂倉準三）の世界文化遺産登録（2016.7）、旧神奈川県立近代美術館本館（設計：

坂倉準三）の県文化財指定（2016.11）など、急速にその評価が高まっており、伊賀市南庁舎についてもドコモモジャパン

による「国内のモダンムーブメントの建築 184選」に選出（2014）されています。 

 伊賀市では、この伊賀市南庁舎をリノベーションし、使い続けることにより、この建物の歴史的、文化的価値を後世に

継承するとともに、この場所が拠点となり、中心市街地をはじめ市全体に賑わいを創出するため、『伊賀市南庁舎整備事業』

を推進することとし、当該事業に必要となる「伊賀市南庁舎整備工事基本計画、基本設計及び耐震補強計画業務」（以下「本

業務」という。）を実施します。 

 

Ⅱ．業務概要 

１．業務名称 伊賀市南庁舎整備工事基本計画、基本設計及び耐震補強計画業務委託 

 

２．計画施設概要 (1)名  称 伊賀市南庁舎 

  (2)所  在 伊賀市上野丸之内地内 

  (3)用  途 複合施設（用途は本業務における基本計画で定める） 

  (4)構 造 等 鉄筋コンクリート造 ２階建て一部中２階付 

  (5)面 積 等 延 床  5,927㎡ 

  (5)面 積 等 １ 階  2,529㎡ 

  (5)面 積 等 中２階  1,208㎡ 

  (5)面 積 等 ２ 階  2,190㎡ 

     ※いずれも創建当時のものであり、増改築履歴を有する 

  (6)用途地域 第２種住居地域 

 

３．履行期間 契約の日から平成 30年４月 30日まで 

 

Ⅲ．業務仕様 

１）伊賀市南庁舎整備工事基本計画 

 業務の詳細は（別添１）「基本計画策定業務特記仕様書」によるものとする。 

 

２）伊賀市南庁舎整備工事基本設計 

 業務の詳細は（別添２）「伊賀市建築工事設計業務委託特記仕様書」によるものとする。 

 

３）伊賀市南庁舎整備工事耐震補強計画 

 業務の詳細は（別添３）「鉄筋コンクリート造建築物耐震補強計画業務委託仕様書」によるものとする。 
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Ⅳ．業務計画書 

 (1)受託者は、契約締結後 14日以内に業務計画書を作成し、委託者に提出するものとする。 

 (2)業務計画書は任意様式とし、下記の事項について記載するものとする。 

 ・業務の名称 

 ・業務の目的 

 ・業務の概要（履行期間、業務内容） 

 ・業務工程、業務フロー 

 ・成果品 

 ・その他受託者が必要と認める事項 

 (3)「Ⅲ．業務仕様」の各業務に、業務計画書の作成に関する個別の指示がある場合は別途その指示に従うものとする。 

 

Ⅴ．打合せ及び議事録 

 受託者は、本業務の履行にあたり、委託者との連携を密にするよう努め、十分な協議を行い、業務を効率的に進められ

るよう留意しなければならない。また、協議・打合せの都度、記録簿を作成し、速やかに委託者に提出しなければならな

い。 

 

Ⅵ．成果物等 

 本業務における成果物等については「Ⅲ．業務仕様」の各業務仕様書の指示に従うものとする。 

 

Ⅶ．業務履行にあたっての留意事項 

 (1)本業務は、特に伊賀市南庁舎の機能配置案に関して、履行期間中に作成した成果物等（検討途中の資料を含む）を伊 

  賀市議会に提示し、協議の上進める必要があるため、「Ⅷ．履行スケジュール」に定める時期までに所要の関係書類を 

  整えるものとする。 

 (2)受託者は、業務により知り得た情報については守秘義務を負うものとする。なお、このことは業務終了後においても 

  同様とする。 

 (3)本業務により作成した成果物等の著作権、版権は伊賀市に帰属するものとし、伊賀市の承諾なく他に公表、貸与、使 

  用してはならない。 

 (4)本業務の実施に必要な費用については、すべて受託者の負担とする。 

 (5)本業務完了後であっても、成果物等に誤り、不良箇所等が発見された場合は、速やかに受託者の責任において委託者 

  の指定する期日までに当該箇所を修正するものとし、これに要した経費は受託者の負担とする。 

 (6)その他仕様書に定めのない事項、履行期間中に疑義が生じた場合は、その都度委託者と協議の上決定する。ただし軽 

  微な場合は委託者の指示に従うものとする。 

 (7)本業務は、伊賀市産業振興部中心市街地推進課が実施事務の一切を所管するものとする。 
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Ⅷ．履行スケジュール 

 本業務中、委託者は伊賀市議会への報告を３回行うこととし、受託者は、それぞれ下表に記載の時期までに提示資料を

作成するとともに、伊賀市議会への報告時に帯同し、説明を補佐するものとする。 

 ただし、下表の内容は、本業務の進捗により変更することがある。 

報告回次 報告時期 報告の目的 主な提示資料 

第１回 平成２９年１２月 機能配置の確定 ・機能配置（案）の図面 

・収益見込みに関する資料 

・集客見込みに関する資料 

・経済効果、経済波及効果に関する資料 

・事業リスクに関する資料 

・既往計画との整合性に関する資料 

第２回 平成３０年２月 設計業務経過報告 ・機能配置図面 

・利用者動線に関する資料 

・照明に関する資料 

・サインに関する資料 

・ユニバーサルデザイン、バリアフリーに関 

 する資料 

第３回 平成３０年４月 業務成果報告 ・成果物のうち委託者が求める資料 

 

 

Ⅸ．業務委託料の支払い 

 本業務に関する費用は、完了検査合格後支払うものとする。ただし、前払及び部分払の要件に該当する案件で、請求の

あった場合、前払金及び部分払金を支払うものとする。 
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（別添１） 

基本計画策定業務特記仕様書 

 

Ⅰ．業務概要 

 １．業務名称 伊賀市南庁舎整備工事基本計画、基本設計及び耐震補強計画業務委託 

 

 ２．履行場所 伊賀市上野丸之内地内 

 

 ３．履行期間 契約の日から平成 30年４月 30日まで 

 

Ⅱ．業務仕様 

  基本計画は、次の事項を計画書としてまとめるものとする。 

 １．一般的事項 

  ①伊賀市南庁舎整備事業に関する経過 

  ②施設整備の考え方・コンセプト 

 ２．機能配置案の検討に関する事項 

  ①機能配置案の比較検討 

   ～主な比較検討項目～ 

 ・集客見込み 

 ・収益見込み 

 ・経済効果及び経済波及効果 

 ・駐車場計画、駐車場利用見込み 

 ・コスト（イニシャルコスト、ランニングコスト、ライフサイクルコスト） 

 ・既往計画との整合 

 ・事業リスクの検討 

  ②機能配置図、イメージ図面等の作成 

  ③全体事業費の算出（基本計画策定時点の概算） 

  ④事業スケジュールの作成 

  ⑤類似事例の収集 

  ⑥利用者動線、照明、サイン、ユニバーサルデザイン等に関する考え方の整理 

  ⑦整備、運営手法の検討 

 ３．関連業務の調整に関する事項 

  ①導入候補の機能との調整 

   ～導入候補の機能～ 

 ・芭蕉翁記念館 

 ・忍者関連施設 

 ・図書館（室） 

 ・物産、観光案内 

 ・カフェ 

 ・レストラン 

 ・テナント 

 ４．その他 

  ①計画策定に係る打合せ、記録、資料作成等 

  ②計画策定段階で生じる市民、議会への説明時の資料作成、補佐 
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Ⅲ．貸与資料 

貸与資料 適 要 

市が所有する関係資料 １式  

・貸与、返却場所（中心市街地推進課） ・貸与期間（受託期間） ・返却時期（完成検査時） 

 

Ⅳ．業務履行にあたっての留意事項 

  (1)伊賀市南庁舎は、文化的価値の高い建物であることに配慮して計画を策定すること。 

  (2)複合施設である当該施設において、個々の機能が本来の役割を果たしつつ、相互連携を行うことで賑わいを生み出

すことに配慮して計画を策定すること。 

  (3)賑わい創出施設の「賑わい」とは、観光客や来街者によるものと、市民によるものが相乗的に生み出す経済効果、

交流人口、移住・定住者の増加を指す。 

 

Ⅴ．成果物等 

 ①伊賀市南庁舎整備工事基本計画       ５部（Ａ４製本糊付・３部、Ａ４ファイル綴・２部） 

 ②伊賀市南庁舎整備工事基本計画概要版    20部（パンフレット Ａ４） 

 ③機能配置図面（各階平面図）        ２部（Ａ３） 

 ④透視図                  ２部（Ａ３・外部１部、内部１部） 

 ⑤関係資料（基礎資料含む）         ２部（Ａ４ファイル綴） 

 ⑥上記成果品に係る電磁記録         １部（ＣＤ－Ｒに記録すること） 

（注意事項） 

・ＪＷＷ等のＣＡＤ作成ソフトからデータをＰＤＦに変換させる際、文字バケに注意し、Ａ２サイズであればＡ３サイズ

（解像度 300dpi以上、１ファイル 20ＭＢ以内）でＰＤＦ化すること。 

また、受託者は電子成果を提出する際、ウイルス対策を実施すること。 

・委託者が指示し、受託者が使用同意書を提出した場合は、履行期間途中においても、成果品の部分引渡しを行わなけれ

ばならない。 

・ＣＤ－Ｒラベルに年度、契約番号、業務委託名、委託者名、受託者名及びウィルスチェックを行った旨を明記（手書き

以外で印字）し、箱型又は袋型（フラットファイルなどのファイルへ緊結できる構造のもの）のケースへ収納する。 

  



6 

 

（別添２） 

伊賀市建築工事設計業務委託特記仕様書 

 

（ａ）伊賀市建築工事設計業務委託特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）は、伊賀市が発注する建築工事（建築設

備工事を含む。）に係る建築設計（建築意匠、建築構造、電気設備、機械設備の設計及び積算をいう。）の業務（以

下「設計業務」という。）委託に適用する。 

（ｂ）本特記仕様書は、伊賀市設計業務等標準委託契約約款（以下「契約約款」という。）及び伊賀市建築工事設計業務

委託共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）と相互に補完するものとし、そのいずれかによって定められてい

る事項は、業務の履行を規定するものとする。ただし特記仕様書と共通仕様書間に相違がある場合は、特記仕様

書を優先する。 

 

Ⅰ．業務概要 

 １．業務名称   伊賀市南庁舎整備工事基本計画、基本設計及び耐震補強計画業務委託 

 

 ２．計画施設概要 

 (1) 施 設 名 称   伊賀市南庁舎 

 (2) 敷 地 場 所   伊賀市上野丸之内地内 

 (3) 施 設 用 途   複合施設（用途は本業務における基本計画で定める） 

※平成 21年国土交通省告示第 15号 別添２の該当項目は別途指示する 

 (4) 履 行 期 間   契約の日から平成 30 年４月 30日まで 

 

 ３．適用 

 本特記仕様書に記載された特記事項については「☒，○・」 印がついたものを適用する。「☒，○・」印の付かない場合

は、「※」印を適用する。 

「☒，○・」と「※」印が付いた場合は共に適用する。 

 

４．設計与条件 

(1) 敷 地 条 件 

a. 敷地面積   14,233.36 ㎡    

b. 用途地域   第２種住居地域 【 建ぺい率 60％，容積率 200％ 】 

c. 防火地域   ・防火 ・準防火 ・指定無し ○・法 22条地域 

d. その他    日影規制 あり   都市計画道路 なし  

 

(2) 施設の条件 

a. 延べ面積   5,927㎡  

b. 主要構造   鉄筋コンクリート造 

c． 階  数   ２階建て一部中２階付 

d. 耐震安全性の分類                      

「官庁施設の総合耐震計画基準」（平成 19 年 12 月 18 日付け国営計第 76 号、国営整第 123 号、国営設第 101）

による、耐震安全性の分類は以下の通りとする。 

①構    造    体   Ⅱ 類 （Is 値 ＝ 0.75） 

②建築非構造部材   Ｂ 類 

③建  築  設  備   乙 類 
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 (3) 建設の条件 

a. 工事費（予定）   18.5 億円（税込み）  

b. 建設工期（予定）  平成 32年３月を工期末とする 

 

(4) 施設・事業概要 

   伊賀市南庁舎を複合施設に改修する。（用途は本業務における基本計画で定める） 

 

(5) 設計条件については、次の資料による。 

   ①伊賀市南庁舎整備工事基本計画（本業務内で策定するもの） 

    

 (6) 敷地調査 

   ①設計着手前には、必ず現地調査を行うこと。調査の結果、問題が生じる恐れがあると判断される場合は、監督

職員に報告を行うこと。 

 

Ⅱ．業務仕様 

 本特記仕様書に記載されていない事項は、「公共建築設計業務委託共通仕様書」（平成 21年４月１日国営整 173号）によ

る。 

 

１．管理技術者の資格要件 

管理技術者の資格要件は次による。 

☒建築士法（昭和 25年法律第 202号以下同じ。）第２条第２項に規定する一級建築士 

☐建築士法第 20条第５項に規定する建築設備に関する知識及び技能につき国土交通大臣が定める資格を有する者 

 ☐建設部門、電気・電子部門、機械部門（選択科目：流体機械又は暖冷房及び冷凍機械）、水道部門及び衛生工学会で登

録した技術士 

 ☐建築設備資格者として登録された建築設備士 

 ☐建設業法による一級電気工事施工管理技士、一級管工事施工管理技士又は社団法人空気調和衛生工学会の定める空気

調和・衛生工学会設備士で、かつ、資格取得後６年以上の実務経験のある者 

 ☐電気事業法による第一種又は第二種電気主任技術者で、かつ 12年以上の実務経験がある者 

 ☐管理技術者については、一級建築士の資格を有し、かつ実務経験年数が 10年以上を有している者であること 

 ☐主任技術者については、一級建築士の資格を有し、かつ実務経験年数が５年以上を有している者であること 

 ☐該当設計業務（総括・意匠・構造・電気・機械・積算）に配置可能な技術部門を有すること 
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 ２.業務計画書 

  業務計画書には次の内容を記載する。 

１）管理技術者の氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験 

２）各主任担当技術者の担当分野、氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験 

３）担当技術者の分担業務分野、氏名、生年月日、所属、保有資格、実務経験 

４）業務概要〔実施方針（説明内容）、成果品の内容、部数〕 

５）業務実施工程表（意図説明計画、打合せ計画） 

※Ⅳ．(4)に示す打ち合わせ予定日を記入すること 

６）業務実施体制〔組織計画（再委託業者を含めた体系図）、連絡体制、業務担当表〕 

７）協力事務所の名称、代表者名、所在地分担業務分野、協力を受ける理由及び具体的内容、主任担当技術者の氏名、

生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験 

８）その他監督員が指示した事項 
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Ⅲ．設計業務委託範囲 

業務の範囲は以下のとおりとする。各項に定めた業務の詳細な方法については、監督員の指示によるものとする。また、

業務内容に疑義が生じた場合には速やかに監督員と協議するものとする。 

(1)一般業務の範囲 

ａ．基本設計に関する標準業務 

☒建築（総合）  ☒建築（構造）  ☒昇降機   ☒電気設備  ☒機械設備 

 ｂ.実施設計に関する標準業務（設計意図の伝達業務を除く） 

☐建築（総合）  ☐建築（構造）  ☐昇降機   ☐電気設備  ☐機械設備   

 

(2)追加業務の内容及び範囲 

☐積算業務（積算数量算出書の作成、単価作成資料の作成、見積の徴集、見積検討資料の作成、建築積算、電気設備積 

 算、機械設備積算） 

☒透視図作成 

 〔種類（透視図） 判の大きさ（Ａ２以上） 枚数（内部・外部各１部） 額の有無（有） 材質（アルミ製）〕 

☐透視図の写真撮影 

 〔カット枚数（ 枚以上）判の大きさ（キャビネット判）白黒・カラーの別（カラー）電子データ（有）〕 

☐模型製作 

 〔縮尺（適時） 主要材料（適時）ケースの有無（有）〕 

☐模型の写真撮影 

 〔カット枚数（５枚以上）判の大きさ（キャビネット判）白黒・カラーの別（カラー）電子データ（有）〕  

☐建築基準法及び消防法等建築に関する法令（条例を含む）による申請書等の作成及び手続業務 

☐関係法令等に基づく各種申請手続き業務（標識看板の作成、設置報告書等の提出） 

☐防災計画評定又は防災性能評定に関する申請手続き業務 

☐省エネルギー関係計算書の作成及び申請手続き業務 

☐リサイクル計画書の作成 

☒概略工事工程表の作成 

☐営繕事業広報ポスターの作成 

☐建築物の利用に関する説明書の作成 

☐住民説明等に必要な資料の作成 

☐日影図の作成 

☐総合的な環境保全性に関する検討・評価資料の作成 

☐埋蔵文化財、文化財現状変更等に関する届出書の作成及び申請手続き業務 

☐市町村指導要綱による中高層建築物の届出書の作成及び申請手続業務（標識看板の作成設置報告書の届出） 

☐三重県バリアフリ－のまちづくり推進条例に関する調整及び手続業務 

☐建設工事に係る資材の再資源化に関する法令、三重県建設副産物処理基準に基づく届出書 

作成及び申請手続業務、リサイクル計画書の作成業務 

 ☐その他、自治体所轄部署の届出書の作成及び申請手続業務 

（大気汚染防止法、騒音・振動規制法、水質汚濁防止法等） 

☐災害応急対策活動に必要な施設その他特別な性能、機能、設備等を有する官庁施設の設計等における特別な検討及び

資料の作成（建築非構造部材の耐震安全性に関する特別な検討、特殊な設備機器を有する室の設計に係る特別な検討

等） 

☐建築物総合環境性能評価システム（CASBEE）による評価に係る業務 

☐官庁施設の計画から建設、運用、廃棄に至るまでのライフサイクルを通じた二酸化炭素排出量監理業務委託共通仕様

書 
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基本設計の類似事項 

 

建築総合基本設計 

☒情報収集・準備 ☒条件設定 

（１）発注者により設定された条件の把握 

（２）現地調査（敷地高低、敷地縦横断） 

（３）類似事例調査 

（４）関係法令調査 

（５）関係官公署との打合せ 

（６）スタッフの選任 

（７）スケジュールの調整 

（８）各種打合せ 

（９）各種打合会への出席 

 

（１）設計条件の設定 

 （ｱ）要求性能の確定 

 （ｲ）法令その他の制約条件の整理 

 （ｳ）工事予算の設定 

（２）設計方針の設定 

 （ｱ）設計理念の確立 

 （ｲ）仕様、程度の設定 

 

☒比較検討 ☒総合化 

（１）性能面からの機能の検討 

（２）設計理念上又は意匠上の検討 

（３）計画実現のための工事費の検討 

（４）計画実現のための施工性の検討 

（５）仕様、使用材料、構造方式、設備方式等 

の総合的検討 

 

（１）機能配置計画の策定 

（２）空間構成計画の策定 

（３）動線計画の策定 

（４）防災計画の策定 

（５）施設配置計画の策定 

（６）平面計画の策定 

（７）断面計画の策定（敷地縦横断を含む） 

（８）立面計画の策定 

（９）透視図、日影図の製作 

（１０）関係官公署との打合せ 

（１１）概算工事費の算出 

（１２）各種計画の総合調整 
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建築構造基本設計 

☒情報収集・準備 ☒条件設定 

（１）発注者により設定された条件の把握 

（２）類似事例調査 

（３）関係法令調査 

（４）関係官公署との打合せ 

（５）スタッフの選任 

（６）スケジュールの調整 

（７）各種打合せ 

（１）設計条件の設定 

（ｱ）目的性能（建築条件）の把握 

（ｲ）立地上その他の制約条件の整理 

（ｳ）安全性能の設定 

（a)積載荷重 

（b)風荷重及び地震荷重 

（２）設計方針の設定 

（ｱ）構造計画理念の設定 

（ｲ）仕様、程度の設定 

 

☒比較検討 ☒総合化 

（１）構造種別等の検討 

（２）計画実現のための工事費の検討 

（３）計画実現のための施工性の検討 

 

（１）構造計画の策定 

（ｱ）試設計の解析 

（ｲ）部材断面の仮定の検討 

（ｳ）使用材料及び仕様の概略の決定 

（２）設定条件への適合性の確認 

（３）各種計画の総合調整 

 

 

電気設備基本設計 

☒情報収集・準備 ☒条件設定 

（１）発注者により設定された条件の把握 

（２）現地調査等 

（ｱ）現地状況調査 

（ｲ）電力、電話等の関連施設調査 

（３）類似事例調査 

（４）関係法令調査 

（５）関係官公署との打合せ 

（６）スタッフの選任 

（７）スケジュールの調整 

（８）各種打合せ 

 

（１）設計条件の設定 

（ｱ）要求性能の確定 

（ｲ）法令その他の制約条件の整理 

（ｳ）工事予算の把握 

（２）設計方針の設定 

（ｱ）設計理念の確立 

（ｲ）必要設備の設定 

（ｳ）仕様、程度の設定 

（ｴ）使用機器の設置場所の設定 

 

☒比較検討 ☒総合化 

（１）設備種別の基本方針の検討 

（２）使用機器及び材料の検討 

（３）計画実現のための工事費の検討 

（４）計画実現のための施工性の検討 

（５）維持管理上の問題点の検討 

 

（１）内外環境計画の策定 

（２）各種電気設備計画の策定 
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給排水衛生設備基本設計 

☒情報収集・準備 ☒条件設定 

（１）発注者により設定された条件の把握 

（２）現地調査等 

（ｱ）現地状況調査 

（ｲ）給水、排水、ガス等の関連施設調査 

（３）類似事例調査 

（４）関係法令調査 

（５）関係官公署との打合せ 

（６）スタッフの選任 

（７）スケジュールの調整 

（８）各種打合せ 

（１）設計条件の設定 

（ｱ）要求性能の確定 

（ｲ）法令その他の制約条件の整理 

（ｳ）工事予算の設定 

（２）設計方針の設定 

（ｱ）設計理念の確立 

（ｲ）必要設備の設定 

（ｳ）仕様、程度の設定 

（ｴ）使用機器の設置場所の設定 

 

☒比較検討 ☒総合化 

（１）設備種別の基本方針の検討 

（２）使用機器及び材料の検討 

（３）計画実現のための工事費の検討 

（４）計画実現のための施工性の検討 

（５）維持管理上の問題点の検討 

 

（１）給排水衛生設備計画の策定 

（２）特殊設備計画の策定 

 

空気調和・換気設備基本設計 

☒情報収集・準備 ☒条件設定 

（１）発注者により設定された条件の把握 

（２）現地調査等 

（ｱ）現地状況調査 

（ｲ）給水、排水、ガス等の関連施設調査 

（３）類似事例調査 

（４）関係法令調査 

（５）関係官公署との打合せ 

（６）スタッフの選任 

（７）スケジュールの調整 

（８）各種打合せ 

 

（１）設計条件の設定 

（ｱ）要求性能の確定 

（ｲ）法令その他の制約条件の整理 

（ｳ）工事予算の把握 

（２）設計方針の設定 

（ｱ）設計理念の確立 

（ｲ）必要設備の設定 

（ｳ）仕様、程度の設定 

（ｴ）使用機器の設置場所の設定 

 

☒比較検討 ☒総合化 

（１）設備方式の検討 

（２）使用機器及び材料の検討 

（３）計画実現のための工事費の検討 

（４）計画実現のための施工性の検討 

（５）維持管理上の問題点の検討 

 

（１）内外環境計画の策定 

（２）空調設備計画の策定 

（３）換気設備計画の策定 

（４）特殊設備計画の策定 
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Ⅳ．業務の実施 

(1) 一般事項 

ａ．基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準に基づき行う。 

ｂ．実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準に基づき行う。 

ｃ．積算業務は、監督員の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準に基づき行う。 

ｄ．監督員の指示により、「設計説明書」に必要事項を記入のうえ、関連する資料とともに監督員に提出する。 

(2) 適用基準等 

特記なき場合は、国土交通大臣官房官庁営繕部が監修した出版物等とする。年版については最新版を採用する。 

a. 共  通                   

○・官庁施設の基本的性能基準  

○・官庁施設の企画書及び設計説明書作成要領                

○・官庁施設の総合耐震計画基準                

○・官庁施設の総合耐震診断・改修基準             

○・官庁施設の環境保全性に関する基準             

○・官庁施設の環境保全性に関する診断・改修計画基準      

○・省エネルギー建築設計指針                 

○・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準        

○・官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン（案）     

○・建築設計業務等電子納品要領（案）             

○・建築ＣＡＤ図面作成要領（案）               

○・公共建築設計業務委託共通仕様書              

○・公共建築工事積算基準 

○・公共建築工事共通費積算基準                   

○・公共建築工事標準単価積算基準                  

○・特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再源化等に関する指針 

（建設リサイクル法の三重県指針）   

○・三重県副産物処理基準                   

○・三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例      

○・三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例施行規則  

○・三重県ユニバーサルデザインのまちづくり施設整備マニュアル 

○・建築物解体工事共通仕様書                 

○・建築工事における建設副産物管理マニュアル         

○・伊賀市公共建築物等木材利用方針 

  b. 建  築                   

○・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）           

○・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）         

○・木造建築工事標準仕様書                  

○・建築物解体工事標準仕様書 

○・敷地調査共通仕様書                   

○・建築工事設計図書作成基準                 

○・建築設計基準  

○・建築構造設計基準                      

○・建築改修設計基準                     

○・建築構造設計基準                     

○・建築鉄骨設計基準                     

○・建築工事標準詳細図                   
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○・構内舗装・排水設計基準                  

○・擁壁設計標準図                      

○・鉄筋コンクリート構造配筋要領               

○・表示・標識基準                      

c. 建築積算                   

○・公共建築工事積算基準                   

○・公共建築工事標準歩掛り                 

○・公共建築数量積算基準                   

○・公共建築工事共通費積算基準                

○・営繕工事積算チェックリスト（建築工事編）         

  d. 設  備（電気、機械等）           

○・建築設備計画基準                     

○・建築設備設計基準                     

○・建築設備工事設計図書作成基準               

○・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）         

○・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）       

○・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）         

○・電気通信設備工事共通仕様書                

○・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）         

○・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）       

○・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）         

○・排水再利用・雨水再利用システム計画基準          

○・建築設備の維持保全と劣化診断                

○・建築設備・昇降機耐震設計・施工指針      

○・建築設備設計計算書作成の手引き               

○・建築設備耐震設計・施工指針                 

○・食品ごみ処理設備設計計画指針               

  e. 設備積算                   

○・公共建築工事積算基準                   

○・公共建築工事標準歩掛り                  

○・公共建築設備数量積算基準                 

  f.公立学校施設整備 

・公立学校施設関係法令集 （公立学校施設法令研究会）    

・公立学校施設整備事務ハンドブック （ 〃 ）       

・学校給食衛生管理の基準 （文科省）            

・学校環境衛生管理基準、マニュアル （文科省）       

・学校施設の耐震補強マニュアル（ＲＣ造校舎編、文科省）   

・学校施設の耐震補強マニュアル（Ｓ造屋内運動場編、文科省） 
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(3)貸与資料等 

ａ.既存設計図書等 

○・既存建築物設計図書一式  

・ 

ｂ.既存資料 

・ 

  ｃ.資料の貸与及び返却 

貸与資料 適 要 

○・既存建築物図面一式 

・ 

 

・貸与、返却場所（中心市街地推進課） ・貸与期間（受託期間） ・返却時期（完成検査時） 

 

(4)打合せ及び記録 

  打合せは必要に応じて次の時期に行い、速やかに打合せ議事録を作成し、監督職員に提出すること。 

また、業務委託工程表に以下の打ち合わせ予定日（中間報告書提出日）を記入し、計画的に業務を進めること。 

なお、中間報告書を提出なしに次の行程には進めないものとします。 

  ①契約直後（工事概要・現場・設計要領の確認） 

  ②平面計画完成時（平面計画確認） 

  ③基本設計完成時（基本設計書確認） 

  ④平面図及び立面図完成時（平面図及び立面図確認） 

  ⑤概算経費積算業務完成時（経費根拠確認） 

  ⑥その他監督職員又は管理技術者が打合せを必要と認めた時 

(5)成果物の取扱について 

   提出されたＣＡＤ及びＰＤＦデータについては、当該施設に係る実施設計業務の受託者に貸与し、当該工事におけ

る施工図の作成、当該施設の完成図の作成及び完成後の維持管理に使用する。 

(6)写真の著作権の権利等について 

  ①写真は、市が行う事務並びに市が認めた公的機関の広報に無償で使用することができる。この場合において、著作

者名を表示しないことができる。 

 ②次に揚げる行為をしてはならない。（ただし、あらかじめ発注者の承諾を受けた場合はこの限りではない。） 

   １）写真を公表すること。写真を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。 

   ２）写真を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。 

(7)見積について 

専門業者等の見積書は、原則３者以上とし、見積比較表を作成すること。（見積は参考見積とし、極力歩掛等により

代価を作成すること） 

 (8)建築確認申請等について 

受託者は業務実施工程表の作成にあたり建築確認申請等の手続きが必要な場合は、この所要日数を確保したものと

し、また、監督員が行う成果物等の確認日数を考慮すること。 

 (9)業務に当たっての留意事項 

  ①委託業務完了後、不明箇所等が生じた場合は、必要に応じて補足説明等の措置をとること。当市が求めた場合には、 

   当市へ出向き、説明・資料提出などの措置をとること。 

  ②受注者は、当該設計業務に係る工事の発注において、質疑応答・検討・助言・承諾・説明等を行うこと。 
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Ⅴ．成果提出物 

   ○・a. 表１ 成果物 基本設計 

     ☒基本設計報告書 〔Ａ４〕５部（正本３部、副本２部）（電子データ共） 

      ※正本・・・製本（糊付、金文字（基本設計報告書、業務委託名、受託者名、日付（平成〇〇年〇月））） 

       副本・・・ファイル綴（表紙に基本設計報告書、業務委託名、受託者名、日付（平成〇〇年〇月）を明記） 

○・b．業務計画書〔Ａ４〕１部 

  ○・c．中間報告書 

☒契約直後の議事録〔Ａ４〕１部 

  ☒平面計画〔Ａ３〕１部 

     ☒基本設計報告書〔Ａ３〕１部 

     ☒平面図及び立面図〔Ａ２〕１部 

     ☒概算積算書〔Ａ４〕１部 

     ☒概算積算根拠〔Ａ４〕１部 

     ☒その他監督職員又は管理技術者が必要と認めたもの 

○・d．管理技術者選任（改任）通知書、経歴書（様式１－１，１－２） 

○・e．部分再委託届（様式１－３） 

    ※再委託業者との契約書関係書類（約款も含む）の写しの添付 

○・ｆ．業務委託打合簿 

    ※打合せの都度、すみやかに提出すること 

○・ｇ．重要事項説明書（建築士法第 24条の７）※契約時 

・ｈ．建築士法第 24条の８の規定に基づき委託者に交付する書面※契約後遅滞なく 

○・ｉ．履行状況報告書（毎月３日までに提出） 

○・ｊ．現地踏査の記録簿（写真も含む） 

○・ｋ．その他監督員の指示による 
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（注意事項） 

○・電子データ内容（ＣＤ－Ｒでの提出） 

図面 JWW形式およびPDF形式 

積算内訳書（設計内訳書） 

見積比較表等（積算根拠） 

金抜き設計書 

Excel形式 

Excel形式 

Excel形式およびＰＤＦ形式 

○・ＪＷＷ等のＣＡＤ作成ソフトからデータをＰＤＦへ変換させる際、文字バケに注意し、Ａ２サイズであればＡ３サイズ

（解像度３００dpi以上、１ファイル 20ＭＢ以内）でＰＤＦ化すること。 

また、受託者は電子成果を提出する際、ウイルス対策を実施すること。 

○・受託者は、仕様書に規定がある場合又は担当職員が指示し、受託者が使用同意書を提出した場合は、履行期間途中にお

いても、成果品の部分引渡しを行わなければならない。 

○・提出資料は項目毎に価格根拠・根拠番号（見積比較表参照番号・積算数量算出書参照番号）等を表示し、分界紙・付箋・

一覧表等でわかりやすく表示する。 

また、数量根拠および数量計算表等については総括表を作成し、見やすく、分かりやすいように整理すること。 

○・見積は３社以上を比較（Excel形式電子データで比較表作成）し、項目毎に根拠番号（見積書参照番号等）を表示する

こと。見積りについては必ず日付入りの原本とし、見積有効期限等の詳細は監督員の指示による。 

○・中間報告書で提出する図面については図面右上に「○月○日提出中間報告書（案）」など、わかり易い位置に大きめに

記入し、その後の打合せにより変更する図面データとの錯誤のないようにする。 

○・ＣＤ－Ｒラベルに年度、契約番号、業務委託名、発注者名、受注者名及びウィルスチェックを行った旨を明記（手書き

以外で印字）し、箱型又は袋型（フラットファイルなどのファイルへ緊結できる構造のもの）のケースへ収納する。 

○・成果品は、背表紙、表紙へ必ず業務委託名を明記（手書き以外で印字）し、照査が行われたものとすること。 

  （照査を行った日付および照査担当者の氏名・押印を記載すること） 
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 表１．成 果 物 基本設計  

成 果 物  等 原 図 複写版 製本形態 摘要 

a.建築（総合）   製本糊付 Ａ４版  

b.建築（構造）   製本糊付 Ａ４版  

c.設備（電気設備）   製本糊付 Ａ４版  

d.設備（給排水衛生設備）   製本糊付 Ａ４版  

e.設備（空調換気設備）   製本糊付 Ａ４版  

f.設備（昇降機等）   製本糊付 Ａ４版  

g.その他   製本糊付 Ａ４版  

h.資 料   製本糊付 Ａ４版  

     

成 果 物  等    

☒a.建築（総合） 

・建築（総合）基本設計図書 

・計画説明書 

・建築(意匠)設計図 

・仕様概要表 

・仕上表 

・面積表及び求積図 

・敷地案内図 

・配置図 

・平面図(各階) 

・断面図 

・立面図(各面) 

・矩計図(主要部詳細) 

・工事費概算書 

・仮設計画概要書 

 

☒b.建築（構造） 

・建築（構造）基本設計図書 

・構造計画説明書 

・構造設計概要書 

(基本構造計画案含む) 

・仕様概要書 

・工事費概算書 

 

☒d.設備（給排水衛生設備） 

・機械設備基本設計図書 

・給排水衛生設備計画説明書 

・給排水衛生設備設計概要書 

・工事費概算書 

・各種技術資料 

 

 

☒ｆ.設備（昇降機等） 

・昇降機設備計画説明書 

・昇降機等設計概要書 

・工事費概算書 

・各種技術資料 

・各記録書 

 

 

☒c.設備（電気設備） 

・電気設備基本設計図書 

・電気設備計画説明書 

・電気設備設計概要書 

・工事費概算書 

・各種技術資料 

 

 

 

☒ｅ.設備（空調換気設備） 

・機械設備基本設計図書 

・機械設備（空気調和･換

気設備）計画 

説明書 

・機械設備（空気調和･換

気設備）設計概要書 

・工事費概算書 

・各種技術資料 

 

☒ｇ.その他 

☒透視図、日影図 

☐模型 

☐コスト縮減検討中間報告書 

☐リサイクル計画書 

☒省エネルギー関係計算書 

☐設計説明書 

 

 

☒ｈ.資 料 

・各種技術資料 

（能力・仕様等） 

・各打合せ記録書 
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（別添３） 

鉄筋コンクリート造建築物耐震補強計画・設計業務委託仕様書 

 

Ⅰ．耐震補強計画委託概要 

 

 １．委託業務名称  伊賀市南庁舎整備工事基本計画、基本設計及び耐震補強計画業務委託 

 

 ２．建物所在地  伊賀市上野丸之内地内 

 

 ３．施設概要 

施設名 棟番号 棟名 構造 階 規模（㎡） 補強計画方向 建築竣工年月 

伊賀市南庁舎 １ 南庁舎 ＲＣ ２※ 5,927.0 ｘｙ方向 昭和39年 

        

合計（構造上）  棟   5,927.0   

※階層は２階建一部中２階付 

 

 ４．工期  契約の日から平成 30年４月 30日 

 

Ⅱ．補強計画策定委託内容 

 

 １．補強計画 

 ①補強計画は、「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設計指針、同解説」（2017年改訂版）〔（財）日本

建築防災協会発行〕、学校施設の耐震補強マニュアルＲＣ造校舎編（2003年改訂版）に準拠して行うものとする。 

 ②補強計画後の耐震診断次数は、２次診断を実施するものとする。 

 ③補強計画後の壁式構造の耐震診断は、保有耐力を求め判定するものとし、原則として「壁式鉄筋コンクリート造設計

施工指針（2003）」（（財）日本建築センター編）に準拠するものとする。 

 ④耐震診断プログラムは、財団法人日本建築防災協会において評価・承認したプログラムとし、監督員の承認を受けて

使用するものとする。 

 ⑤設計図書と建築物の現況照合は、原則として係員立会いの上行うこと。 

 ⑥補強計画を進める上での補強工法・補強箇所等については、係員と協議すること。 

  また、補強計画は長期荷重増加による基礎の検討まで行うこと。 

 ⑦補強計画の策定にあたっては、第三者機関の判定を請けるものとする。 

 ⑧この仕様書に明記されていない事項が発生したときは、係員と協議して定める。 

 ⑨補強計画の工事概算金額も計算根拠とともに提示すること。 

 

 ２．調査事項（必要に応じ下記を行う） 

 ①建物名称・所在地・用途・竣工年・設計者・施工者・工事監理者 

 ②階数・規模・構造形式・平面及び立面形状の特徴・主な内外装 

 ③設計図書と現状の照合 

 ④目視調査 
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 ３．資料の貸与及び返却 

貸与資料 摘要 

耐震診断報告書 １式 

設計図書 １式 

 

 貸与場所（中心市街地推進課） 貸与期間（  受託期間  ） 

 返却場所（中心市街地推進課） 返却時期（ 完成検査時 ） 

 

 ４．提出書類 

 ・受託者は、電子成果を提出する際、ウィルス対策を実施し、ＣＤ－Ｒラベルに年度、契約番号、業務委託名、発注者

名、及びウィルスチェックを行った旨を明記（手書き以外で印字）し、箱型又は袋型（フラットファイルなどのファ

イルへ緊結できる構造のもの）のケースへ収納する。 

 ・成果品には背表紙、表紙へ必ず業務委託名を明記（手書き以外で印字）する。 

 ①耐震補強計画報告書（Ａ４縦の左綴じ）（※１） 製本   １部 

      写しのファイル綴じ  １部 

 ②成果品のＣＤ－Ｒ電子データ      １部 

 ③業務計画書        １部 

 ④管理技術者選任通知書、経歴書、部分再委託届     １部 

 ⑤中間報告書        １部 

 ・業務着手時 

 ・耐震補強計画（案）完成時（耐震判定会提出前） 

 ・その他監督員の指示があるとき、又は管理技術者が必要と認めたとき 

 ※補強計画は次の図書を報告書としてまとめて作成する。（報告書目次例を参考にすること） 

  １．現況建物の概要 

  ２．補強計画建物の耐震診断 

  ３．補強計画図 

  ４．入力データ及び出力結果のプリントアウト 

 

Ⅲ．目標性能 

 

 １．補強目標性能 

 ①構造耐震判定指標 Iso（0.6）を補強後の構造耐震指標 rIsが上回るようにする。 

   補強目標値は、Is≧0.75（0.6×補強目標性能重要度係数）とする。 

 ②累積強度指標と形状指標の積（Ct×Sd）が 0.3を上回るようにする。 

   補強目標値は、≧0.375（0.3×補強目標性能重要度係数とする。 

 

 ２．補強目標性能（その他施設） 

  官庁施設の総合耐震計画基準に基づき、重要度係数を乗じて各階の必要保有水平耐力とする。 

   Ⅰ類＝1.5 Ⅱ類＝1.25 Ⅲ類＝1.0 
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耐震補強計画報告書目次例（壁増設による補強計画の場合） 

 

 判定書 

 

 目次 

 

１．現況建物の概要 

 １－１ 耐震補強計画対象建物概要（名称・所在地・設計・規模・構造使用材料） 

 １－２ 配置図 

 １－３ 現況写真 

 １－４ 現況平面図 

 １－５ 現況立面図 

 １－６ 現況軸組図 

 １－７ 現況の耐震診断結果及び診断の所見（Ｔ値・ＳＤ値データ含む） 

 １－８ 現況の鉛直部材崩壊形式図 

 

２．補強計画建物の耐震診断 

 ２－１ 補強計画の進め方・方針 

 ２－２ 必要補強量及び重量の算定 

 ２－３ 補強結果の概要と補強後の建物の性質 

 ２－４ 補強後の１次診断結果と志賀マップ 

 ２－５ 補強後の２次診断 

 ２－６ 補強後の鉛直部材崩壊形式図、軸力図 

 ２－７ 構造耐震指標値（Ｉｓ）一覧（補強前、補強後） 

 ２－８ 各増強壁の接合耐力及び開口補強筋の算定 

 ２－９ 増設壁耐力比較表 

 

３．補強計画図 

 ３－１ 補強後の平面図 

 ３－２ 補強後の立面図 

 ３－３ 補強後の軸組図 

 ３－４ 補強後の伏せ図 

 ３－５ 補強後の部材リスト 

 ３－６ 補強壁一覧表 

 ３－７ 各増設壁詳細図（アンカー種類等含む） 
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